
脱原発をめざす首長会議 学習会 ２０２５年５月１０日

柏崎刈羽原発の再稼働が持つ危険性

規制庁・規制委員会を監視する新潟の会 桑原三恵

声の会（１９８１年１２月～１９８２年６月）
原発のない住みよい巻町をつくる会（１９８２年６月～２００４年３月）

いのち・原発を考える新潟女性の会（２００９年３月～）
技術委員会に県民の声を届ける会（２０２１年３月～）
原発カフェ（２０２３年１１月～）
規制庁・規制委員会を監視する新潟の会（２０２４年３月～）
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１ 柏崎刈羽原発の経過

・主な事故 ・主なクライシス ・東京電力５８年間の原子力事業の結果

２ 再稼働の危険性

・事故発生の可能性はかなり高いのではないか？

・重大事故をくいとめられるのか？

・避難できるのか？

説明項目



１ 柏崎刈羽原発の経過

１９５５年１１月 東京電力が社長室に原子力発電課を新設

１９６７年 ９月 福島第一原発１号機着工 ・・・ １９７９年１０月 ６号機運転開始
１９７５年 ８月 福島第二原発一号機着工 ・・・ １９８７年８月 ４号機運転開始
１９７８年１２月 柏崎刈羽原発１号機着工 ・・・ １９９７年７月 ７号機運転開始

（「原子力市民年鑑２０２３」原子力資料情報室）

・制御棒の脱落等 （１３件） ・燃料被覆管亀裂等 （５件）
・再循環ポンプ羽根ひび割れ等 （２件）
・その他： シュラウドひび割れ、 配管破断、

使用済み燃料プールに作業員落下等 （１２件）

＊規制 １９５７年 ～ ２００１年 ～ ２０１２年 ～

科学技術庁 原子力安全保安院
（経産省）

原子力規制委員会
（環境省の外局）
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１９９６～２０２２年１２月までの柏崎刈羽原発の主な事故 ３２件



柏崎刈羽原発に関わるこれまでの主なクライシス

出来事 規制当局等の対応 東電の対応

１９８６年４月 チョルノービリ原発事故 重大事故対策は自主対策 耐圧強化ベント設備設置

２００２年８月 トラブル隠し発覚 健全性評価制度を新設
＊県 技術委員会を設置

「させない仕組み しない風土」

２００６年９月 耐震設計新審査指針 各電力会社にバックチェックを指示 海域活断層の隠ぺい
（１F 津波の過小評価）

２００７年７月 中越沖地震 地震の影響評価
＊県 技術委員会を拡充

新基準地震動を策定
４５０ガル→ ２３００、１２０９ガル

２０１１年３月 福島第一原発重大事故 （１F事故メルトダウンの隠ぺい）

２０１２年７月 政府による東電国有化 「原子力損害賠償支援機構」に総
額１兆円相当の株式発行

２０１２年９月 原子力安全保安院廃止 規制庁、規制委員会発足

２０１３年６月 荒浜側防潮堤本体工事完了

７月 規制委員会「新規制基準」施行

１１月 柏崎刈羽原発審査開始 東京電力の申請の内容を質疑応答
で確認

６，７号機審査開始
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出来事 規制当局等の対応 東電の対応

２０１６年１０月 荒浜側防潮堤不合格 液状化の詳細調査を要請 液状化過小評価 → 荒浜側防潮
堤、基準地震動で杭基礎損壊

２０１７年２月 免震重要棟の耐震不
足を公表

審査申請書の全てを点検して再提
出を指示

２０１４年に判明後隠ぺい
＊緊急時対策所を５号機に設置

２０１７年９月 適格性審査を実施 ７つの基本姿勢を保安規定に掲
載

２０１７年
１２月２７日

新規制基準審査合格
（基本設計変更認可）

２０２０年１０月 ７号機
設計工事計画認可
保安規定認可

７号機再稼働に向けて安全対策
工事を進める

２０２１年
１月～２月

核物質防護
重大違反２件発覚

追加検査
核燃料移動禁止

原因分析、再発防止策
「核物質防護モニタリング室」設置

２０２３年
１２月２７日

「適格性確認」の再確
認、追加検査終了

核燃料移動禁止措置を解除 ７号機燃料装荷に向けて準備

２０２４年元旦 能登半島地震 隆起を受けた海水取水の確認 取水訓練
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出来事 規制当局等の対応 東電の対応

２０２４年８月 地震調査研究推進本部
が兵庫県沖から上越市
沖までの海域活断層の
調査結果発表

東京電力に柏崎刈羽原発への影
響評価を指示

津波に関して能登半島地震の知見
不十分として、再提出を指示

１２月２３日に評価結果を報告

現時点で再提出未了

９月 ６号機設計工事計画認可

２０２５年２月 ６，７号機の特定重大事
故等対処施設（特重施
設）完成予定の延期

＊特重施設
設計工事計画認可後、５年以内
に完成させること。不可の場合
運転停止。

７号機 設工認（２０２０年１０月１
４日）→２０２９年８月まで延期

６号機 設工認（２０２４年９月２
日）→２０３１年９月まで延期

２月 ６号機保安規定認可 燃料装荷前の検査開始

３月 第４次総合特別事業計画
を一部変更

1.9兆円の国債交付を希望
（累計 15.4兆円）

４月 長期脱炭素電源オーク
ション約定結果

６号機安全対策投資落札

４月 ２０２５年３月期決算 前期比
売上高▲1.6％ 純利益▲39.8％
フリーキャッシュフロー

4979億円の赤字
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・３基メルトダウンの事故・・・ 廃炉、賠償、除染・中間貯蔵施設 （合計 ２３．４兆円）

・福島第一、第二原発 全１０基閉鎖、廃炉

・柏崎刈羽原発１～５号機・・・ 審査申請未申請 劣化が進む 維持費の高騰

・６，７号機の安全対策費・・・ ２０１３年 ７００億円→４７００億円 → ２０１６年 ６８００億円
→ ２０１９年 １兆１６９０億円

・「悪化する資金繰り」（朝日新聞５月１日７面）・・・ 賠償と廃炉で年間５千億円、株価上昇の
ため年間４５００億円規模の利益 が必要

・使用済み燃料・・・ １～７号機合計 １３，６８３体 ６、７号機の貯蔵率はおよそ９２％

・プルトニウム・・・ 東電全体で１３．６トン

なおも、原発に依存する経営体制
7

東京電力５８年間の原子力事業の結果



２ 再稼働の危険性

事故発生の可能性はかなり高いのではないか？

（１） ７基集中立地 １～５号機 審査未申請、 安全対策は極めて不十分

（２） 中越沖地震で被災 ２～４号機 地震後の安全評価未了 １，５～７号機の点検の限界

（３） 長期間停止 ２～４号機（中越沖地震後停止） １、５～７号機（福島事故後停止） ＊９頁参照

使用済み燃料をプールに貯蔵した状況が長期間続いている ＊９、１０頁参照

原発運転未経験の運転員増加（ヒューマンエラーの懸念）

（４） 基準地震動の過小評価 ＊１１頁参照

（５） サイト内の地盤 断層の状況 液状化地盤 ＊１２頁参照

（６） 安全文化停滞 サイトの作業員の約８割が協力企業社員 重層「下請け」構造が支える現場

（７） テロ対策の特重施設完成の長期延期と対策ゼロの軍事攻撃
特重施設はほぼ１００％非公開
「原子力発電所への武力攻撃については、原子力施設の設計や原子力事業者による対処によって
安全性を確保するのは事実上不可能です」（昨年夏に開催された県主催「国の説明会」での規制庁の説明）
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停止状況 使用済み燃料プールの貯蔵体数
2024年度第3四半期末時点

１号機 ２０１１年８月６日～ １８３５

２号機 ２００７年２月１９日～ １７５９

３号機 ２００７年９月１９日～ １８８５ ＊MOX 燃料２８体を含む

４号機 ２００８年２月１１日～ １５９１

５号機 ２０１２年１月２５日～ １９３４

６号機 ２０１２年３月２６日～ ２３２４

７号機 ２０１１年８月２３日～ ２３５５

＊MOX燃料 使用済み燃料を再処理して取り出したプルトニウムとウランから製造した燃料
＊核燃料はおよそ５年ほどで、劣化とコスパの悪化のため炉心から取り出され、プールで冷却・保管される。
＊原子炉から取り出された直後（10 日）の使用ずみ燃料の表面の線量はおよそ 10,000 Sv/h、表面から 1m 離れ
た位置での線量はおよそ 10 Sv/h（遮へいがない場合）で、致死量を超える。従って使用済み燃料のプールへの
移動は水中で行われる。
＊使用済み燃料プールに保管できる体数は 貯蔵容量―１炉心分体数 と規則で定められている。
＊６，７号機が再稼働した場合、数年でプールは満杯となり、炉心から取り出された使用済み燃料の保管ができな
くなり、稼働停止せざるを得なくなる。
＊そのため、東電は使用済み燃料の号機間輸送（６、７号機の使用済み燃料を他の号機の使用済み燃料プール
に移す）と、青森県むつ市にある中間貯蔵施設への搬出（昨年９月開始）をすすめている。 9

号機間輸送



使用済み燃料プールはどこにあるのか？ プールの冷却機能がストップすると、プールの温度は
どのくらいで沸騰するのか？

・プールの水温は、常時およそ４０度

・冷却機能がストップすると約８時間で、
水温は１００度に達し、プール水の蒸発が加速する

＜使用済燃料貯蔵プールの冷却機能喪失時のプール水温度上昇評価
に係る面談東電資料 ２０２４年５月２２日＞

約１２ｍ

使用ずみ燃料頂部～プール上端（約７ｍ）は
放射線を防ぐ（遮蔽）役割を果たしている 10



（３） 基準地震動の過小評価

基準地震動の最大加速度値

最大地震を起こす断層 荒浜側 大湊側

海域 F－B断層 ２３００ １２０９

陸域 長岡平野西縁
断層帯

６００ ８６４

基準地震動の過小評価

①変動地形学者が指摘する A佐渡海盆東縁断層
を海底音波探査を根拠に認めない。

②サイトの直下のB真殿坂断層、陸域のC気比ノ宮
断層の長さを過小評価している。

③海域活断層の連動に、F-B断層を除外している。

＜「再稼働差し止め訴訟のこれまでとこれから」 脱原発新潟県弁護団 東電・柏崎刈羽原発差し止め市民の会 ２０２５年＞ 11



（４） サイト内の断層

・特重施設建設にあたってのボーリ
ング調査で、新たに１５条の断層を
確認したと東電は発表したが、核物
質防護の観点で詳細なデータは公
表されていない。

・技術委員会で、６号機直下に、東電
も規制委員会も調査していない断層
がある、調査の必要がある、との指
摘がある。

東電は設置許可時に、サイト内には２３条の断層があると報告している。
荒浜側１１条、 大湊側１２条

東電はいずれも 将来活動する断層ではない と説明している。
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重大事故（SA シビアアクシデント）をくい止められるか？

・ 事故の進展
通常運転 → 過渡現象（事故になるかも） → 事故

＊原因をすぐに把握して対応
できれば事故にはならない

・ 設計基準事故 設計基準で想定した範囲の対応で事故が収束する
「止める・冷やす・閉じ込める」ができる

・ 重大事故
「止める」ができない！ ･･･ 核暴走 破滅的大爆発
「冷やす」ができない！ ･･･ 炉心損傷 → 水素爆発
「閉じ込める」ができない！ ･･･ 炉心溶融 → 水素爆発 格納容器破損 メルトスルー

放射性物質大量放出

（１） 後付け設備と可搬型が支えるあやうい重大事故対策

（２） 「閉じ込めるができない」ことによる被ばく強要と受忍

（３） 規制の限界



（１） 後付け設備と可搬型が支えるあやうい重大事故対策

＜「東京電力通信 第２６号 ２０２５年４月発行＞

電源車 消防車 代替海水熱
交換器車

フィルタベント

・可搬型設備の不確実性
可搬型電源設備の準備ができるまで電
源を確保するための３系統目の電源設置
が義務づけられている

・訓練の限界
総合訓練 １８０回実施
個別訓練 ３２，３８２回実施

・フィルタベント
弁の操作、フィルタの目詰まり
実機での試験運転なし
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事故対策ルール「止める・冷やす・閉じ込める」 → 「冷やす がダメなら 閉じ込めない」

粒子状放射性物質と無機ヨウ
素は１０００分の１に低減
有機ヨウ素は５０分の１に低減

希ガスは低減されずに全量が
流れ出る

15

新規制基準では格納容器圧
力逃がし装置を設置すること、
圧力逃がし装置は排気に含
まれる放射性物質の量を低
減するものであること、となっ
ている

（２） 「閉じ込めるができない」ことによる被ばく強要と受忍



格納容器破損を防ぐもう一つのベント装置（耐圧強化ベント）には放射性物質低減設備は
ついていないが、新規制基準違反にはならない。 → 自主対策設備だから

B

A
C

A PAR
（静的触媒式水素再結合装置）
放射性物質放出なし

B 原子炉建屋トップベント
放出あり 低減設備なし

C ブローアウトパネル
放出あり 低減設備なし

16

水素爆発対策でも・・・

B、C は自主対策設備



１７

ブローアウトパネル
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＜「原子力災害発生時の防護措置―放射線防護
対策が講じられた施設等への屋内退避について
［暫定版］」ー
内閣府（原子力防災担当）日本原子力研究開発機構
原子力緊急時支援・研修センター ２０２０年３月＞

＜「屋内退避について」 規制庁＞
＊県主催の国の取組みに関する説明会資料

プルームに関する２つの図
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＜「原発事故がおきたらどうす
る？！ 子どもを守るQ＆A」

原子力資料情報室＞



（３） 規制の限界

・ 新規制基準に合格した原発は安全なのか？（昨年夏に開催された県主催「国の説明会」での質問）

東京電力福島第一原子力発電所事故の教訓を踏まえた新規制基準での対策を
求め、安全の確保に努めても、絶対安全ということは申し上げられません。つまり、
新規制基準への適合は、リスクがゼロであるということを保証するものではありま
せん。

・ 合格まで繰り返される審査 「泊原発 手取り足取り審査」 （朝日新聞５月１日）

・ 基準地震動で耐震不足となっても、対策でカバーできればよしとする
・ 想定は過去に起きた最悪のケースの範囲内
・ 事故進展解析コード（MAAP）による解析結果は不確実性が多い
・ 規制庁と資源エネルギー庁を結ぶホットライン

・ 原発を安全に稼働させるための規制・・・ 優先するのは「安全」？ 「稼働」？
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避難できるのか？
＜「柏崎刈羽地域の緊急時対応（概要版）(案)」 内閣府原子力防災 ２０２５年５月２日＞

（１）原子力防災の困難を解決できるのか？
・ 自治体全住民が、一斉に、 遠距離を 避難できるのか？
・ 刻々と変化する放射性物質の流れる方向に対応して（避けて）避難できるのか？
・ 数日以内に帰宅できるのか？
・ 避難を想定されていない５キロ圏外県民の被ばくを避けることができるのか？
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（２）複合災害の場合、住民の命は二重の危機に脅かされる
「命を守ることを優先し、次に原子力災害に対応せよ」
「被ばくはやむを得ない」 を認めるのか？

（３）屋内退避は被ばくを強要し、受忍させる
・被ばく量の測定計画はない
・屋内退避時の一時的外出での被ばくは自己責任とするのか？
・１００ｍSv以内神話の浸透を図っている
・健康不安を抱えて生きていくのか？

（４）「原子力防災ストーリー」 は完成されようとしている
自治体の避難計画 → 地域原子力防災協議会WG「緊急時対応」策定
→ 地域原子力防災協議会で「緊急時対応」 を確認
→ 原子力防災会議 「緊急時対応」 の確認結果の報告を了承

５月２日 地域原子力防災協議会WG「緊急時対応」（案）策定
今後 住民説明会 を実施、 地域原子力防災協議会、原子力防災会議 を経て
「原子力防災ストーリー」 は完成され、「従うべきもの」として新潟県民に提示される



23

原子力防災会議・・・ 女川原発の「緊急時対応」 の場合

・ ２０２０年３月２５日 女川地域原子力防災協議会が「緊急時対応」を原子力災害対策
指針等に照らし、具体的かつ合理的であることを確認

・ ２０２０年６月２２日 原子力防災会議

議題 「女川地域の緊急時対応」 の確認結果について （報告）

担当各大臣の説明後・・・

菅内閣官房長官

「それでは、原子力防災会議としては、ただいまの報告を
了承したいと思いますが、よろしいでしょうか」

「異議なし」 で終了
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PAZ圏 避難に必要な車両台数

EAL 対象種別 対象者数 バス台数 福祉車両台数

施設敷地緊急
事態で避難

社会福祉施設 ４９６ ２７ ６２

在宅要支援者 ４２３ １３ ５６

その他要避難者 ３２２ ８

学校、保育所 ２４４２ ５５

全面緊急事態
で避難

一般住民 １８３４５ ７０
＊バス避難
２７９５人

合計 １７３ １１８


